
【様式】 

令和７年度 学校マネジメントシート 

学校名（ 三重県立あけぼの学園高等学校 ） 

１ 目指す姿 

(1)目指す学校の姿 
「強く明るく真心で」を校訓とし、あけぼの学園高校の生徒として一人ひとりが“自信と誇り”

をもち、地域に貢献し地域から信頼される学校 

(2) 

育みたい資質・

能力（育みたい

生徒の姿） 

 

【グラデュエーシ

ョン・ポリシー】 

○学びに向かう力を育み、成果をあげる体験を重ねることで自己肯定感・自己有用感を高

め、新しい時代を生き抜く力を持っている。 

○あけぼの学園の生徒として誇りを持ち、地域の一員として積極的に活動することで、地域

から信頼を得ている。 

○他の生徒の多様性を尊重して寛容な態度で接し、かつ共通の課題に対し協力して取り組

んでいる。 

○制服や頭髪など高校生としてふさわしい身だしなみを整え、社会で通用するコミュニケー

ション能力を身につけている。 

ありたい 

教職員の姿 

○目指す学校像の実現に向け、「チームあけぼの」の一員として自校の存在価値を高めてい

る。 

○授業を大切にして学力向上を図るとともに、生徒の小さな成長の積み重ねに力を注ぎ、そ

の成長を目にすることを自らの喜びとし、自らも成長しようと自己研鑽に取り組んでいる。 

○生徒及び教職員相互の多様性を尊重して寛容な態度で接し、かつ学校の抱える課題に

協働して取り組んでいる。 

○様々な形で積極的に地域と連携・貢献し、地域とともにより魅力ある学校づくりに取り組ん

でいる。 

２ 現状認識 

(1)学校の価値を提

供する相手とそこ

からの要求・期待 

<生徒> 

○わかる授業、部活動の充実、安全・安心で楽しく充実した高校生活 

<家庭> 

○安心して楽しく過ごすことができる学校生活、学力向上、進路実現 

<中学校> 

○多様な生徒の受け入れ、生徒個々への丁寧な指導と進路実現 

<地域社会> 

○学校・地域の連携強化、地域振興・活性化、学校からの情報提供・発信、地域の担い手育

成等、学校の活性化 

○基礎学力、体力、コミュニケーション能力や社会的マナーを身につけた人材の育成 

(2)連携する相手と

連携するうえでの

要望・期待 

連携する相手からの要望・期待 連携する相手への要望・期待 

<家庭> 

安全・安心な学校 

基礎学力の定着、進路実現 

学校の情報提供 

<中学校> 

丁寧で親身な指導 

多様な生徒の受け入れ 

生徒一人ひとりの進路実現 

学校の情報提供 

<地域社会> 

地域の担い手育成 

社会的マナーを身につけた人材育成 

人権教育の充実 

地域行事などへの参加と地域貢献 

学校の情報提供 

開かれた学校づくり 

コミュニケーション能力の向上 

<家庭> 

学校の指導方針への理解・協力・連携 

学校行事への参加と助言 

<中学校> 

教育活動の相互理解 

生徒同士の交流と教職員間の連携 

学習習慣の涵養、基礎学力の定着 

目的意識の向上 

<地域社会> 

地域の子どもたちの本校への入学希望 

学校行事への参加と助言 

教育活動への理解と協力 

本校への求人確保とその増加 

インターンシップの受け入れと協力 

 



(3)前年度の学校関

係者評価など 

〇レジリエンスの高揚 

・困難や課題を抱えた生徒が多いので、教育活動の中で生徒の自己肯定感、自己有用感を

向上させる取り組みを充実させる必要がある。 

〇帰属意識の向上 

・生徒が「この学校で良かった」と思えるように、生徒自らが主体性を持って文化祭や体育祭

の行事を運営できるような取り組み及び次年度に繋がるような振り返りの活動を設ける必

要がある。 

〇キャリア教育の充実 

・自分の将来をデザインできるように、コロナによる影響を最も受けた世代の生徒に対して、

十分でなかった就労体験や学びを高校生活で担保していく必要がある。 

(4)現状

と 

課題 

教育活動 

〇特別活動等の充実 

・本校は、自己肯定感の低い生徒や就労に対して不安のある生徒等、多くの課題を抱えた生

徒が多数いる。それらの生徒の自己肯定感や自己有用感を涵養できるような取り組みを行

い、本校で成長し、社会で通用する人材育成を推進する。 

・放課後のクラブ活動を活性化し、心身を鍛えるとともに、自己実現のために目標を持って努

力を継続させ、その生徒にとっての達成感を持たせ、自己肯定感の涵養を図る。 

・職場体験実習や就労体験を充実させ、自己の進路について保護者と共に早期から主体的

に考えさせるとともに適正についても見極める機会を充実させる。 

・教科指導においても体験的な学びの機会を増やす。 

〇様々な課題を持つ生徒への対応の充実 

・生徒の情報共有を目的とする保健委員会を週１回行うことに加え、各分掌・年次においても

積極的に生徒情報の共有を行い、学校全体で生徒理解と状況把握に努める。また今後は

情報共有だけに留まらず、改善策の確認・検討ができるよう委員会の拡充・発展に努める。 

・面談期間を拡充し、生徒とのコミュニケーションを充実させ、寄り添った指導をさらに行う必

要がある。 

・『校内カフェ』を設置するなど、生徒の居場所づくりに努めるとともに、関係機関と連携しな

がらさらなる活動の充実を図る。 

学校運営等 

〇学校の特色の周知と地域社会との繋がりの強化 

年次や各系列による特色ある取り組みを、保護者をはじめ多くの方々に知っていただける

よう更なる情報発信が求められている。また地域に密着した学校として、地域行事への参

加、近隣中学校と連携を図る等、学校の魅力化を一層すすめる必要がある。 

〇教職員の資質向上と健康的な生活の支援 

魅力ある学校づくりに、教職員の満足度や達成感の向上が不可欠である。多様化する教

育課題に対し、教職員研修の一層の充実化を目指すとともに、ワークライフバランスの改

善に努める必要がある。 

 

３ 中長期的な重点目標 

教育活動 

 

【カリキュラム・ポリシー】 

○各自の興味や目標に合わせた選択科目を配し、資格取得等への積極的なチャレンジを促

し、多様な進路目標の実現を目指した学習を行う。 

○基本的な生活習慣を確立し基礎学力を定着させることで、進路実現に必要な学力を育成

する。また、コミュニケーション能力を向上させ、生徒一人ひとりの学校生活を充実させる。 

○ICTの活用を推進し、Society5.0時代を生きるための力を身に付けさせる。 

学校運営等 

○学校の特色や独自性を十分議論し、地域連携の取り組みや情報発信を積極的に行い、地

域のニーズを正確に把握した活動に取り組むことで、学校の活性化や地域貢献につなげ

る。 

○学校行事・分掌業務・部活動指導等について、精選や見直しを行うとともに、同僚性を発

揮し、協力・協働して取り組む体制を確立することで、教育活動や学校運営を継続的に改

善するための仕組みが機能し、教職員が元気にいきいきと職務を遂行することができるよ

うにする。 



 

４ 求める生徒像 

入学時に期待される

生徒の姿 

 

【アドミッション・ポリ

シー】 

〇多様な生徒が学ぶ中で、共感と協力の精神を大切にし、他の生徒や教職員との良好な関

係を築き、学校全体のコミュニティに貢献できる生徒 

〇教育の機会を最大限に活用し、自分の能力に合ったペースで学習し、自らの能力を伸ば

すために努力できる生徒 

〇夢を持ち、目標を設定し将来の自分を想像しながら、自己の進路実現に向けて計画的・継

続的に努力できる生徒 

 

５ 本年度の行動計画と評価 

（１）教育活動 

教育活動に関する項目は、児童生徒を対象としたものとするのが望ましい。 

（例）「教育課程・学習指導」「キャリア教育（進路指導）」「生徒指導」「保健管理」など 

  また、評価項目・指標等を検討する際の視点は、学校の実態に応じて設定する。 
【活動指標について】取組・活動の具体的な活動量や活動実績を指標にします。 

【成果指標について】取組・活動による具体的な効果や成果等を指標にします。 

【備考欄について】 「※」 ： 定期的に進捗を管理する取組   「◎」 ： 最重点取組 

項目 取組内容・指標 結果 

学習指導 

 

 

 

 

◇生徒の実態に即した学習指導の工夫と基礎学力の向上を図る。 

【活動指標】 

〇授業公開及びテスト前補習を年2回実施 

〇ICTを活用した授業を全教科で実施 

〇生徒による授業評価アンケートを年２回実施 

【成果指標】 

〇「基礎力診断テスト学習評価ゾーン1ランクアップ」の生徒３５％以

上（R6:27.9％） 

〇「レッドカード」前年比減（R6:不認定＋未履修108） 

〇「学習指導に概ね満足」生徒 ８０％以上（R6:75％） 

〇授業公開は２回/年行った。テスト前補

習は、英語、数学で行った。 

〇ICTを活用した授業は、教科のみな

らず、LHRや探求の時間でも活用した。 

ICTを使ったグループワークのあり方

についても模索したい。 

〇「基礎学力診断テスト学習評価ゾーン

１ランクアップ」であるが、総合[国数英]

（１年次）６月→12月：２７．５％ （２年

次）昨年12月→６月：３７．０％ ６月

→12月：４２．０ ％ （３年次）昨年12

月→６月：２２．０％ ２年次の第２回は達

成できたが、全体では３２．６％で達成で

きなかった。D３の生徒のＧＴＺがアップ

するように基礎学力の定着を目指す。 

〇レッドカード発行数：「レッドカード（不

認定・未履修）」２月現在 不認定５１（２９

（前期）＋２２（後期３年））、未履修３５（２

５＋１０）※年度末に再記載 

〇生徒アンケート「本校の学習指導（授

業や補習等の勉強面の指導）に満足し

ていますか。」学校経営数値は８０％で

あった。 

生徒指導 

 

 

 

 

◇高校生としての身だしなみを整え、基本的生活習慣を確立するた

めに粘り強く取り組む。 

【活動指標】 

〇全教員による日常的な身だしなみ指導の実施  

〇全教員による日常的な見守り（登校指導、休憩時間等の校内巡

視）の実施 

〇特定の違反者への特別指導の実施 

【成果指標】 

〇頭髪服装違反が前年比3割減（R6:1400件）   

〇特別指導 

４４件７３名（２月末） 

※年度末に再記載 

〇登校遅刻数： 

１６７３回（２月末） 

※年度末に再記載 

〇授業遅刻数： 

２２９７回（２月末） 



〇登校遅刻が前年比4割減（R6:2021回） 

〇「生徒指導に概ね満足」生徒７０％以上（R6:69％） 

※年度末に再記載 

〇全職員で朝の登校指導、休憩時間等

の校内巡視を行っているが、徐々に減っ

てきている。 

〇本校の生徒指導（頭髪服装や態度、

社会のルール等に関する指導）に満足

していますか」活性化数値は７１％であ

った。 

安心・安全

な学校 

 

 

 

◇心身の健康と自他ともに大切にする態度の育成を図り、安心・安全

な学校作りを進める。 

【活動指標】 

〇心身の健康状態の把握と情報共有、教育相談の実施 

〇命を考える講演会の実施 

〇学校生活やいじめ、人権に関するアンケートを年５回以上実施 

 

【成果指標】 

〇人権アンケート「落ち着いた環境で、周りの人と協力しながら安心

して生活できている」生徒９０％以上（R6:９3.3％） 

〇教育相談については、県より派遣の支

援員との面談も確実に実施できている。 

〇SCは、週に１回来校し、生徒面談を行

っている。 

〇教育相談・SCとも継続的な支援がで

きている。 

〇命を考える講演会については、1年次

2回、2‣3年次は1回行った。来年度以

降も継続したい。 

〇人権アンケート「落ち着いた環境で、

周りの人と協力しながら安心して生活

できていると答えた生徒95% 

〇「学校生活全般に満足している生徒」

の学校活性化数値は81％であった。 

〇「本校の健康指導や教育相談（カウン

セリング）に満足していますか」の学校

経営数値は、８１％であった。 

〇保健、教育相談、担任等：生徒の情報

共有を養護教諭と密に行うことができ

た。細かな情報共有が外部機関とつな

がるきっかけになることもあった。 

キャリア教

育・進路指

導の充実 

 

 

 

 

◇自己の生き方を主体的に考え、資格取得や部活動に意欲的に取り

組み、自己肯定感を高め、社会に貢献できる人材の育成と希望進

路の実現を目指す。 

【活動指標】 

〇「産業社会と人間」「総合研究」や LHR等における「IGABITO育

成事業」と連携した地域学習やフィールドワーク、インターンシップ

の充実  

〇資格取得や部活動の推奨 

〇卒業生による進路講話、地元企業による講話の実施 

〇個人面談・ガイダンス面談を年４回以上実施、3年次個別の面接指

導３回以上実施 

 

【成果指標】 

〇「地域社会への関心が高くなった」生徒８０％以上（R6: 70.4％） 

〇資格試験、検定試験の受検者（延べ人数）（R6：286 人）、部活動

加入率（R6: 64％）前年比増 

〇「希望進路が実現した」生徒１００％（R6:１００％） 

〇「進路指導に概ね満足」生徒８０％以上（R6:78％） 

 

〇フィールドワークは「地域を知る」とい

うことだけでなく、２年後の就職を意識し

た行先選びができている。また、就労に

不安のある生徒に対して、就労体験を

行うことができた。 

〇被服製作検定３級６名受験６名合格、

２級６名受験６名合格（２年次ファッション

造形基礎選択者） 

〇簿記実務検定３級１名、情報処理検定

２級６名、３級１０名、ビジネス文書実務検

定２級8名、 ３級１９名 

〇「進路希望が実現した生徒」は、98％

であった。（就職３５名、進学1４、その他

９名／５８名） 

（※１名大学受験試験待ち。３月２日現

在） 

〇「進路指導に概ね満足している生徒」

は、82％であった。 



人権教育の

充実 

 

 

 

◇様々な人権問題に関心を持ち、人権意識を高め、主体的に行動で

きる人材の育成を図る。 

【活動指標】 

〇人権だよりの発行、HRC凪への参加 

〇3年間を見通した人権ＬＨＲを各年次3回実施 

〇生徒の実態を踏まえた人権講演会の実施 

【成果指標】 

〇「差別をなくすための、知識や行動をみにつけるきっかけになった

と思う」「自分がしっかりと学習をしていれば、差別をなくしていけ

ると思う」生徒８０％以上（R6：９3％） 

〇「人権教育に概ね満足」生徒８０％以上（R6：80％） 

 

〇人権だよりは2月末時点で8号まで

発行した。凪の活動には1年次生1名

が参加した。 

〇人権LHRについては、１・２年次で３

回、3年次は2回実施できている。 

〇2年次の学習のなかで、｢防災と人

権｣、｢性の多様性｣にかかわって講演を

実施した。 

〇「差別をなくすための、知識や行動を

身につけるきっかけになったと思う」「自

分がしっかりと学習していれば、差別を

なくしていけると思う生徒」は、88％で

あった。 

〇「人権教育に概ね満足の生徒」は、

90％であった。 

改善課題 

・支援を必要する生徒や外国人生徒が増加しており、それらの支援における課題が明らかとなってきている。 

・生徒の基礎学力の定着につながる取組（ICT活用等）が求められている。 

・先行き不透明な社会を生き抜く力を身につけるため、キャリア教育の充実は不可欠である。 

・生徒が安心して学ぶことができ、生徒に身につけるべき力を育成するために、学校全体で取り組むことができるよう、 

組織の見直しや、教員のスキルアップが求められている。 

 

 

（２）学校運営等 

学校運営等に関する項目は、教職員や施設等を対象としたものとするのが望ましい。 

（例）「組織運営」「研修（資質向上の取組）」「情報提供」「保護者・地域住民等との連携」など 

また、評価項目・指標等を検討する際の視点は、学校の実態に応じて設定する。  
【活動指標について】取組・活動の具体的な活動量や活動実績を指標にします。 

【成果指標について】取組・活動による具体的な効果や成果等を指標にします。 

【備考欄について】 「※」 ： 定期的に進捗を管理する取組   「◎」 ： 最重点取組 

項目 取組内容・指標 結果 

情報発信 

信頼構築 

 

 

 

◇保護者や地域への情報発信や連携を通じて、共に歩む学校として

信頼構築を図る。 

【活動指標】 

○地域への情報発信  

  あけぼのニュースの発行 年４回以上 

  あけぼのブログの更新   月１回以上 

○保護者や地域への公開・交流・連携事業 年１０回以上 

○学校ホームページの更新 月2回以上 

【成果指標】 

〇「学校の教育活動がよくわかる」保護者７０％以上（R6:64％） 

〇「本校の教育活動（学校で行われて

いること）がよくわかりますか。」学校経

営数値（保護者）は６４％であった。 

〇地域への情報発信については あけ

ぼのニュースを年４回発行し、伊賀管内

及び亀山市内の中学３年生には一人１

枚配布し情報発信を行った。 

〇公式 Instagramを、２3回更新（２月

末）した。 

チームワー

ク・組織力

の向上 

 

 

 

◇分掌や年次の枠を超えた協働により、教職員間の連携を高め、組

織力の向上を図る。 

〇学校信頼向上のための、学校レクリエーションの実施 

月１回以上 

○保健委員会を週１回開催、情報共有及び組織として対応する体制

の構築 

【成果指標】 

〇「仕事にやりがい、楽しみを感じている」教職員７０％（R6:59％） 

〇「学校経営の一翼を担っていると感じている」教職員８０％

（R6:70％） 

〇生徒の様子を共有することで、各々の

先生方がその生徒に対して対応をして

いる。 

〇保健委員会を１回/週に行い、生徒情

報の共有を行っている。 

〇「仕事にやりがい、楽しみを感じてい

る」教職員は64％であった。 

〇「学校経営の一翼を担っていると感じ

ている」教職員は７０％であった。 



資質向上 

 

 

 

◇教職員は、日頃から自己研鑽に励み、学校の課題解決に向けて他

の教職員と協力・協働して取り組む。またすべての教職員に法令

遵守の意識の醸成を図る。 

【活動指標】 

〇学校信頼向上委員会の活動の推進 

〇教職員の資質向上のための校外研修への参加年1回以上 

〇校内研修会や学び合い活動の実施年３回 

〇コンプライアンスアンケート、コンプライアンスミーティング年３回実

施 

【成果指標】 

〇「ハラスメントを許さない職場である」と感じる教職員８０％ 

（R6：78％） 

〇今年度も昨年度に引き続き、職員の

人権意識を高める取組として寺田地区

へのフィールドワークを開催した。 

〇生徒支援（里親制度）、人権同和教

育、生徒指導、コンプライアンスについ

ての現職教育を実施した。 

〇「ハラスメントを許さない職場である」

と感じる教職員は７6％であった。 

組織運営 

働き方改革 

 

 

 

 

◇各分掌の業務の見直し、削減に取り組み。教職員のワークライフバ

ランスの改善の取組を推進し、総勤務時間の縮減に取り組む。 

【活動指標】 

〇各分掌の業務の洗い出しと分担の見直し 

〇定時退校日を月1回設定、実施率１００％ （R6: １００％） 

〇部活動の休養日を週1回設定、実施率100％（R6:100%） 

〇放課後に開催する定例会議は60分以内設定、実施率100% 

（R6:１００%） 

【成果指標】 

〇年休取得日数、一人１7日以上／年  （R6:15日） 

〇時間外労働時間、一人平均７時間以内／月 （R6：7.9時間） 

〇月45時間超、年間３６０時間超の時間外労働者 0人（Ｒ6：0人） 

〇定時退校日を月１回設定したが、実施

率は１００％であった。 

〇部活動の休養日を週１回設定したが、

実施率は１００％であった。 

〇放課後に開催する定例会議は６０分以

内と0設定したが、実施率は１００％で

あった。 

〇時間外平均労働時間は、〇〇時間で

あった。※年度末に記載 

〇月４５時間超時間外労働者０名、年間

３６０時間超労働者０名であった。※年度

末に再記載 

 

改善課題 

・年次や各系列による特色ある取り組みを、保護者をはじめ多くの方に知っていただけるよう更なる情報発信が求められている。 

・学校の取組の様子を理解いただくことで、学校に対する信頼や期待も高まることが予想される。 

・魅力ある学校つくりに、教職員の満足度や達成感の向上が不可欠である。 

・多様化する教育課題に対し、必要な現職教育を充実させるとともに、ワークライフバランスの改善に努める必要がある。 

 

６ 学校関係者評価 

明らかになった 

改善課題と次への

取組方向 

基礎学力の定義が曖昧であり、「学びに向かう力」「生き抜く力」などを具体化すべき。基礎学力診

断テストだけでは真の学力は測れないので、知識の関連付けや課題解決力を育てる教育が必要。

外国籍生徒や特別な支援を必要とする生徒が将来像を具体的に持てるようなキャリア形成支援・指

導が必要。情報発信のターゲット（中学生・保護者・地域）を明確化し、届いているかを測る仕組み

（例：オープンスクールでのアンケート）が必要。 学力・キャリア・人権・広報・学校経営がそれぞれ独

立せず、一本の筋でつながる学校づくりが必要。特に、キャリア教育 × 学力、マネジメントの一貫

性、情報発信の改善、教職員のやりがい向上が重点課題。生徒の将来像の形成や、教職員・保護者

を巻き込んだ学校全体の成長サイクル構築が求められている。 

 

 

７ 次年度に向けた改善策 

教育活動について

の改善策 

1. 基礎学力定着の強化 

「基礎学力」の定義を「知識の習得」「学びに向かう力」「思考・判断・表現力」といった複数軸で具

体化し、教員間で共通理解を形成。ICTを活用し、生徒個々のつまずきに応じた個別最適学習を

導入（AIドリル、振り返りシート等）。 



2. キャリア教育の体系的強化 

フィールドワーク・インターンシップで得た学びを、授業と接続させ「横断的キャリア支援」を構築。

外国籍生徒の「言語・文化的背景」を踏まえたキャリア支援を行い、ロールモデル紹介や個別進路

相談を強化。地元企業の講話を定期化し、「働くイメージ」を明確にするプログラムを１年間に複数

回設ける。 

3. 人権教育の質・頻度の向上 

年2回以上のフィールドワークを実施し、事前・事後学習と組み合わせて深い学びをつくる。 

その他（社会的マイノリティ理解など）の研修を計画的に実施。生徒だけでなく教職員にも継続的

に研修を行い、人権教育を学校文化として定着させる。 

学校運営について

の改善策 

１. 情報発信の改善 

ターゲットを「保護者」「中学生」「地域住民」に明確に区分し、媒体と内容を最適化し、「あけぼの

ニュース」「インスタ」「学校HP」で役割分担を設定する。オープンスクール時に「情報発信は届い

ているか？」等を測るアンケートを実施し、改善点を定量化し、ストーリー性のある学校紹介を継続

的に発信する。 

２. 教職員のやりがい向上・組織力強化 

やりがい向上の要因（連携、役割明確化、研修効果等）をアンケートで分析し職員会議で共有する

とともに、学校の小規模化に適した「スリムで機能的な構造」へ再編する。校務分掌の業務内容

（数・質）の明確化し、ICT化できるものは徹底的に効率化する。教員の専門性向上のため、地域

の様々な主体と連携し研修を推進する。 

３. 閉校に向けた生徒支援・学校存続価値の最大化 

在籍生に対する「安心して卒業できる学校生活」の保証を最優先に掲げ、生徒・保護者の不安を

減らす。最終学年まで教育活動の質を落とさないため、外部講師・地域資源活用の体制を整え最

後まで維持することに尽力する。 

 


